
  監 査 委 員 公 表  

監査委員公表第３号

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第４項及び第７項の規定により実施した監査の結果を、同
条第９項の規定により次のとおり公表する。

    令和５年３月17日
                                                長崎県監査委員  下田 芳之

                                                            同      砺山 和仁

                                                            同      前田 哲也

                                                                        同     中村 泰輔
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令和４年度財政援助団体等監査 監査結果

第１ 監査の概要

地方自治法第199条第７項の規定に基づき、かつ、長崎県監査基準に準拠し、

令和４年度財政援助団体等監査を次のとおり実施した。

（１）監査の対象

   令和３年度に財政的援助等を行った、別紙記載の３２団体。

（２）監査の着眼点

財政的援助等に係る資金の出納状況及び団体の事業活動が当該財政的援

助等の目的に沿って行われているか監査した。

（３）監査の実施内容

実地監査及び書面監査により実施。（詳細は別紙のとおり）

ア 監査年月日

令和４年８月３日～令和５年２月１５日

   イ 監査委員

     下田 芳之、砺山 和仁、前田 哲也、中村 泰輔

第２ 監査の結果

１ 総 括

監査の結果、財政的援助等に係る資金の出納状況及び団体の事業活動内容に

ついては、おおむね適正に行われていると認められた。

しかしながら、次表のとおり是正、改善等を要する事項が認められたので、該

当した団体についての適切な指導を主務課に求めるとともに、主務課に対する

ものについては直接是正等を求めた。

２ 指摘事項等件数

※合計欄の団体数については、重複分を除いている。

団体数 件 数 団体数 件 数 団体数 件 数 団体数 件 数

団体に対するもの 7 8 7 14 3 3 13 25

主務課に対するもの 6 6 1 1 1 1 7 8

合 計 － 14 － 15 － 4 － 33

合 計
区　　分

指 摘 事 項 指 導 事 項 意 見

※

※
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３ 指摘事項及び意見

【出資団体】

（１）長崎国際航空貨物ターミナル 株式会社

意  見

  ア 航空貨物取扱事業について

当該団体の令和３年度航空貨物取扱量は、新型コロナウイルス感染症の

影響に伴う国際線（長崎～上海線）の運休や国内線航空機の小型化による

貨物取扱量の減少などにより 5.0トン（令和２年度：4.0トン）となってい
る。  

早期の取扱量拡大は困難な状況にあるものの、今後、国際線の運航やク

ルーズ船の県内寄港の再開、九州・長崎ＩＲ区域整備計画の認定や長崎空

港の 24 時間化に向けた動きなど、事業環境が改善する要素も見受けられ
るので、引き続き、県や関係機関と連携しながら、航空貨物取扱量の拡大

に努められたい。

意  見（対象：交通政策課）

   ア 航空貨物取扱事業について

長崎国際航空貨物ターミナル（株）の令和３年度航空貨物取扱量は、新

型コロナウイルス感染症の影響に伴う国際線（長崎～上海線）の運休や国

内線航空機の小型化による貨物取扱量の減少などにより、5.0トン（令和
２年度：4.0トン）となっている。  

早期の取扱量拡大は困難な状況にあるものの、今後、国際線の運航やク

ルーズ船の県内寄港の再開、九州・長崎ＩＲ区域整備計画の認定や長崎空

港の 24 時間化に向けた動きなど、事業環境が改善する要素も見受けられ
るので、引き続き、当該団体や関係機関と連携しながら、航空貨物取扱量

の拡大に努められたい。

※ 監査結果は、次の区分により取り扱う。
(1)指摘事項

①法令、条例又は通達等に違反しているもの
②機関の意思決定が適切になされていないもの
③収入確保に適切な措置を要するもの
④予算を目的外に支出しているもの
⑤不必要な予算執行をしているもの又は損害を生じているもの
⑥経済性・効率性、有効性の観点から改善を要するもの
⑦前回、指摘事項又は指導事項とした事項のうち、是正・改善されていないもの
⑧その他、不当又は適正を欠く事項で指摘が適当であると認められるもの

(2)指導事項   
指摘事項の項目に該当するもののうち、軽易と認められるもの

(3)意見
①執行機関等に改善・検討などを促し、又は注意を喚起することが必要と認められるもの
②県の組織及び運営の合理化を図るため、特に措置を要すると認められるもの
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  （２）公益財団法人 長崎県産業振興財団

   指摘事項

ア 特定資産に係る取扱要領について

令和元年度の監査において、特定目的のため預金等を積み立てる特定資

産に係る取扱要領の作成を検討するよう指導したが、未だ作成されていな

いので、速やかに取扱要領を作成すること。

   

   

（３）長崎県土地開発公社

意  見

ア 当法人の事業完了及び解散・清算について

当法人は、令和３年度に策定した「長崎県土地開発公社経営改善計画（令

和４年度～令和７年度）」に基づき、令和７年度末で事業を完了することと

しているが、造成した住宅用地の販売促進や大村臨海工業用地の県買戻し

等の課題があるので、県関係部局等とのより一層の連携を図りながら、円

滑な解散・清算を進められたい。

（４）長崎県央バス 株式会社

指摘事項

ア 固定資産の会計処理について

固定資産台帳において、中古乗合車両 5 台分の取得価格を、当該団体の

会計処理方式に基づき税抜価格で処理すべきところ税込価格で記載してい

る。  

また、売却した貸切車両について、売却価額と売却時簿価の差額を固定

当該団体の国際航空貨物取扱量の推移 （単位：トン）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

取扱量 42.7 1.8 3.8

当該団体の国内航空貨物取扱量の推移 （単位：トン）

（ORC　福江－長崎）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

取扱量 3.5 2.2 1.2
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資産売却損益として計上すべきところ売却代金のみを雑収入として計上す

るなど、固定資産の会計処理が適切でない事例が散見されるので、適正な

処理を行うこと。

意  見

ア 経営状況について

令和３年度の経営成績は、売上高が 7 億 637 万円で、経常損失が 1,767

万円、当期純損失が2,098万円となっており前年度に比べ561万円悪化し、

累積欠損金は 3,533 万円に膨らんでいる。これは主に、独自運行事業のう

ち貸切事業（臨時運輸収入）に係る売上がコロナ禍前の水準まで回復して

いないことによるものである。

現在、令和６年度からの長崎県交通局への事業統合が検討されているが、

同局と連携しながら一層の収支改善に努められたい。

〇損益計算書 （単位：千円）

R3-R2 R3-R1

748,523 682,541 706,375 23,833 △42,148
普通運輸収入 63,530 53,999 51,560 △2,439 △11,970
定期券収入 30,765 28,920 35,808 6,888 5,043
臨時運輸収入 44,913 5,823 4,539 △1,283 △40,374

小計 139,208 88,741 91,907 3,165 △47,301
606,789 592,580 613,270 20,691 6,481
311 131 182 51 △129
2,215 1,090 1,016 △74 △1,199

730,495 701,181 713,760 12,580 △16,735
18,028 △18,639 △ 7,385 11,254 △25,413
17,144 17,462 15,277 △2,186 △1,867

884 △36,102 △ 22,662 13,439 △23,546

809 21,070 6,213 △14,857 5,404
1,217 1,217 1,217

1,693 △15,032 △ 17,667 △2,635 △19,359

417 417 417

3,396 3,396 3,396

1,693 △15,032 △ 20,646 △5,614 △22,339

2,247 333 333 0 △1,914

△554 △15,365 △ 20,979 △5,614 △20,424

1,017 △14,348 △35,327 △20,979 △36,343

　※端数処理（四捨五入）の関係上、合計と内訳が一致しないものがある。

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税等

当期純利益

利益剰余金（累積欠損金）

売上総利益
販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益
営業外費用

経常利益

独
自
分

運行受託収入（交通局）
広告収入
雑収入

売上原価

R1 R2 R3
増減額

売上高
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（５）公益財団法人 長崎県暴力追放運動推進センター

指摘事項

ア 補助金について

長崎県暴力追放運動推進センター補助金に係る暴力追放相談委員に対す

る謝金について、支払の根拠となる相談回数の資料が作成されておらず、

相談回数の実績が確認できない。

【公の施設の指定管理者】

（６）株式会社 乃村工藝社

   ［施設名：長崎歴史文化博物館、長崎近代交流史と孫文・梅屋庄吉ミュージアム］

指摘事項

ア 収蔵資料の管理について（長崎歴史文化博物館）

長崎歴史文化博物館の収蔵資料について、全数点検が計画的に進められ

ているが、現在 11点の所在が確認できない状態となっているので、引き続

き、所在の確認及び収蔵資料の適正な保存管理に努めること。

イ 企画展のチケットの管理について（長崎歴史文化博物館）

令和４年７月から８月に開催した企画展のチケットについて、印刷納入

時の履行確認が未実施であったため、使用枚数と残枚数の合計が発注枚数

と一致していないので、適正な会計処理を行うこと。

（７）特定非営利活動法人 Fine ネットワークながさき

［施設名：県民ボランティア活動支援センター］

指摘事項（対象：県民生活環境課）

   ア 備品の貸付について

    指定管理（令和３年４月～令和６年３月）に際し、故障のため使用でき

ないオフセット印刷機を貸与している。

    

（８）一般社団法人 長崎県安全運転管理協議会

［施設名：長崎交通公園］

指摘事項

ア 施設利用者数の目標値設定について

長崎交通公園の目標利用者数について、指定管理者と県主務課で別々の
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目標値を設定している(指定管理者：50,000人、県主務課：109,000人)が、
目標値設定に際して、事前に県主務課と調整・協議を行うこと。

指摘事項（対象：交通・地域安全課）

ア 施設利用者数の目標値設定について

長崎交通公園の目標利用者数について、指定管理者と県主務課で別々の

目標値を設定している(指定管理者：50,000人、県主務課：109,000人)が、

目標値設定に際して、事前に指定管理者と調整・協議を行うこと。

（９）一般社団法人 長崎県公園緑地協会

   ［施設名：長崎県立平戸公園、長崎県立田平公園］

指摘事項

ア 備品の管理について

県北振興局建設部田平土木維持管理事務所から貸与された芝刈機、噴霧

器について、故障のため使用できないにもかかわらず、その対応について

県と協議していないので、基本協定書に基づき、適正な物品管理を行うこ

と。

指摘事項（対象：県北振興局建設部田平土木維持管理事務所）

ア 備品の貸付について

指定管理に際し、故障のため使用できない芝刈機、噴霧器を貸与してい

る。

（10）長崎県公園緑地協会・八江グリーンポート共同体

   ［施設名：長崎県立百花台公園］

指摘事項

ア 備品の管理について

島原振興局建設部管理課から貸与された芝刈機、草刈機について、故障

のため使用できないにもかかわらず、その対応について県と協議していな

いので、基本協定書に基づき、適正な物品管理を行うこと。
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指摘事項（対象：島原振興局建設部管理課）

ア 備品の貸付について

指定管理に際し、故障のため使用できない芝刈機、草刈機を貸与してい

る。

【補助等団体】

（11）一般社団法人 長崎県観光連盟

指摘事項（対象：観光振興課）

   ア 補助金の戻入について

令和３年度一般社団法人長崎県観光連盟運営費等補助金（運営費）の戻

入について、変更交付決定日（令和４年３月３１日）付の返納通知書を、

納入期限（４月１５日）の経過後（４月２０日）に当該団体へ送付してお

り、また、当該納入期限（４月１５日）が、長崎県財務規則第 27条第 1項

第 5 号の規定に基づいた設定（４月１４日）となっていないので、適切な

事務処理に努めること。

（12）一般社団法人 長崎県母子寡婦福祉連合会

指摘事項（対象：こども家庭課）

   ア 補助金の戻入について

     令和３年度長崎県ひとり親家庭指導者人材育成事業補助金の戻入につい

て、変更交付決定日（令和４年３月３１日）付の返納通知書を、納入期限

（４月１４日）の経過後（４月２１日）に当該団体へ送付しているので、

適切な事務処理に努めること。
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４ 指導事項

団 体 数 件 数

会 計 処 理 4 6

事 務 処 理 1 1

補 助 金 2 2

規 程 等 の 整 備 2 2

未 収 金 1 1

物 品 等 管 理 1 1

現 金 等 管 理 1 1

小 計 7 14

補 助 金 1 1

小 計 1 1

合 計 ― 15

項 目

団

体

主

務

課

※　小計欄の団体数については、重複分を除いている。



- 9 -

（別紙）

１　総務部関係（１団体）

２　地域振興部関係（３団体）

補助金 長崎県航空機購入費補助金（運航費関係） 124,539,798円

補助金 長崎県航空機購入費補助金（機体取得関係） 126,315,000円

補助金
長崎県離島航空路線確保対策補助金
（安全整備関係）

19,820,000円

補助金 長崎県公共交通機関環境整備等支援事業補助金 13,099,000円

補助金
長崎県公共交通機関運行継続緊急支援事業費支
援金

15,000,000円

補助金 長崎県離島航空路線運航費緊急対策事業支援金 120,000,000円

補助金
長崎県離島航空路線運航継続緊急対策事業支援
金

108,900,000円

補助金 離島航空路線利用促進事業助成金 16,558,764円

補助金 長崎県交通事業者への使用料支援金 518,284円

補助金 長崎県営空港保安施設検査業務補助金 2,190,000円

補助金 長崎県緊急雇用維持助成金 1,000,000円

負担金 長崎県国境離島航空路運賃軽減事業負担金 129,696,215円

負担金 長崎新幹線・鉄道利用促進協議会会費 3,600,000円

大学コンソーシアム長崎 書面監査 補助金 大学コンソーシアム長崎活性化事業費補助金 2,050,000円 －

令和４年度財政援助団体等監査の実施状況（32団体）

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

長崎国際航空貨物ターミ
ナル株式会社

令和5年1月11日 出　資 出資率　25.6％ 277,000,000円 下田　芳之

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

オリエンタルエアブリッジ
株式会社

令和5年1月11日 下田 　芳之

長崎新幹線・鉄道利用促
進協議会

書面監査
補助金 長崎新幹線・鉄道利用促進協議会補助金 7,410,000円

－
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３　文化観光国際部関係（３団体）

補助金
一般社団法人長崎県観光連盟運営費等補助金
（運営費）

43,000,563円

補助金
一般社団法人長崎県観光連盟運営費等補助金
（事業費）

3,801,907,986円

補助金
令和2年度一般社団法人長崎県観光連盟運営費
等補助金（事業費）

228,585,735円

補助金
長崎県国境離島地域しま旅滞在促進・グレード
アップ事業補助金

164,689,039円

補助金
長崎県国境離島地域しま旅滞在促進・グレード
アップ事業補助金（経済対策）

2,625,911円

補助金
令和2年度長崎県国境離島地域しま旅滞在促進・
グレードアップ事業補助金

64,777,900円

補助金
令和2年度長崎県国境離島地域しま旅滞在促進・
グレードアップ事業補助金（経済対策）

112,157,677円

負担金 長崎県観光キャンペーン事業負担金 13,255,810円

４　県民生活環境部関係（３団体）

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

長崎県文化団体協議会 書面監査 補助金 文化団体助成費補助金 14,438,000円 －

株式会社
乃村工藝社

令和5年1月16日 指定管理
長崎歴史文化博物館及び長崎近代交流史と孫
文・梅屋庄吉ミュージアムの指定管理業務

373,375,000円

下田 　芳之
砺山　 和仁
前田 　哲也
中村 　泰輔

特定非営利活動法人
Fineﾈｯﾄﾜｰｸながさき

書面監査 指定管理
県民ボランティア活動支援センターの指定管理業
務

15,554,000円 －

一般社団法人
長崎県観光連盟

令和5年1月16日
下田 　芳之
前田 　哲也

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

公益財団法人
長崎県食鳥肉衛生協会

令和5年1月11日 出　資 出資率　100％ 10,000,000円
砺山　 和仁
前田 　哲也

一般社団法人
長崎県安全運転管理
協議会

書面監査 指定管理 長崎交通公園の指定管理業務 13,418,370円 －
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５　福祉保健部関係（５団体）

補助金 長崎県私立高等学校等就学支援金 568,032円

出　資 出資率　49.7％ 100,000,000円

補助金
長崎県明るい長寿社会づくり推進機構運営事業費
等補助金

41,316,000円

補助金
長崎県地域医療介護総合確保基金事業（元気高
齢者の活躍促進事業（人材育成事業））補助金

2,944,000円

補助金 障害者スポーツ活動等振興事業補助金 258,000円

補助金 長崎県母子寡婦福祉連合会運営費補助金 4,200,000円

補助金 長崎県ひとり親家庭指導者人材育成事業補助金 208,121円

６　産業労働部関係（６団体）

小規模事業者支援計画推進補助金 633,000円

補助金 長崎県小規模事業経営支援事業費補助金 1,071,917,500円

補助金 長崎県農商工連携ファンド支援事業費補助金 8,501,505円

補助金 長崎県食料産業活性化促進事業費補助金 7,543,000円

補助金 地域産業雇用創出チャレンジ支援事業補助金 50,845,000円

補助金 産地活力強化事業費補助金 3,986,000円

補助金 小規模事業者支援計画推進補助金 12,012,000円

出資 出資率　79.7％ 194,000,000円

補助金 長崎県中小企業経営資源強化対策費等補助金 95,801,000円

補助金 長崎県新産業創出支援事業費補助金 73,638,908円

補助金 長崎県設備資金貸付事業推進費補助金 2,780,000円

補助金 長崎県航空機クラスター強化推進事業費補助金 8,155,000円

補助金 長崎県新エネルギー産業等プロジェクト促進事業補助金 5,930,772円

負担金 長崎県企業誘致特別強化対策事業費負担金 104,723,542円

一般社団法人
佐世保市医師会 書面監査

補助金
長崎県地域医療介護総合確保基金事業補助金
（看護師等養成所運営等事業）

24,358,000円
－

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

一般社団法人
長崎県障害者スポーツ
協会

書面監査
補助金 長崎県障害者スポーツ協会運営費補助金 5,524,000円

－

公益財団法人
長崎県すこやか長寿財
団

令和4年12月15日
下田 　芳之
前田 　哲也

社会福祉法人
大空の会

令和5年1月24日 出　資 出資率　100％ 10,000,000円
砺山　 和仁
中村 　泰輔

一般社団法人
長崎県母子寡婦福祉連
合会

令和4年12月15日
砺山　 和仁
中村 　泰輔

監査対象団体 委員実地監査日 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

島原商工会議所 書面監査 補助金
長崎県小規模事業経営支援事業費補助金 32,456,000円

－

佐世保商工会議所 書面監査 補助金 長崎県小規模事業経営支援事業費補助金 75,254,601円 －

株式会社
トラスティ建物管理

書面監査 指定管理 長崎県勤労福祉会館の指定管理業務 4,450,000円 －

長崎県商工会連合会 令和4年12月15日
下田 　芳之
前田 　哲也

公益財団法人
長崎県産業振興財団

令和4年12月15日

下田 　芳之
砺山　 和仁
前田 　哲也
中村 　泰輔

長崎県労働者福祉協議
会

書面監査 補助金 長崎県労働者福祉活動促進事業費補助金 2,215,000円 －
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７　農林部関係（４団体）

補助金
長崎県農業委員会交付金等（長崎県農業委員会
ネットワーク機構補助金）

23,252,000円

交付金
長崎県機構集積支援事業交付金（ネットワーク機
構）

8,127,000円

補助金
産地と地域を支える集落営農育成推進事業費補
助金

1,425,691円

補助金 農業法人経営体育成推進事業費補助金 2,097,000円

補助金 長崎県指定野菜価格安定対策事業費補助金 285,689,000円

補助金 長崎県特定野菜等価格安定対策事業費補助金 19,632,857円

補助金 長崎県契約指定野菜安定供給事業費補助金 14,118,000円

補助金
長崎県契約特定野菜等安定供給促進事業費補助
金

5,315,033円

８　土木部関係（３団体）

９　交通局関係（１団体）

１０　教育庁関係（１団体）

監査対象団体 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

一般社団法人
長崎県農業会議

－

委員実地監査日

書面監査

諫早大村地域鳥獣被害
防止対策協議会

補助金 ながさき鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 6,504,000円 －

公益社団法人
長崎県園芸振興基金協
会

砺山　 和仁
中村 　泰輔

書面監査

令和4年12月15日

公益財団法人
諫早湾地域振興基金

出　資 出資率　95.0％ 1,672,000,000円
砺山　 和仁
前田 　哲也

監査対象団体 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

一般社団法人
長崎県公園緑地協会

指定管理 平戸公園及び田平公園の指定管理業務 37,911,000円 －

長崎県公園緑地協会・八
江グリーンポート共同体

指定管理 百花台公園及び百花台森林公園の指定管理業務 33,282,000円 －

監査対象団体 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

令和4年12月15日

委員実地監査日

長崎県土地開発公社 出　資 出資率　100％ 50,000,000円
砺山　 和仁
中村 　泰輔

監査対象団体 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員

鹿町工業高等学校寄宿
舎運営協議会

補助金

令和5年1月11日

委員実地監査日

書面監査

書面監査

令和4年12月15日

委員監査年月日

長崎県立高等学校寄宿舎運営費補助金 5,265,000円 －書面監査

長崎県央バス株式会社 出　資 出資率　100％ 90,000,000円
下田 　芳之
前田 　哲也
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１１　警察本部関係（２団体）

出　資 出資率　76.2％ 555,278,000円

補助金 長崎県暴力追放運動推進センター補助金 4,999,000円

※：監査委員欄には、実地監査を行った委員名を記載している。

公益財団法人
長崎県暴力追放運動推
進センター

砺山　 和仁
中村 　泰輔

公益社団法人
長崎県防犯協会連合会

補助金 長崎県防犯協会連合会補助金 3,878,000円 －

令和4年12月15日

書面監査

監査対象団体 財援区分 監査対象となった財政援助等の内容 金額 監査委員委員実地監査日


